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やる気のある地方が自由に独自の施策を展開することにより、「魅力ある地方」に生まれ変わるよう、地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向
きに取り組む地方自治体を支援します。
平成２０年度においては、地方交付税等による財政支援に加えて、新たに、人材支援（総務省職員の派遣、先進市町村のカリスマ職員等の紹

介・派遣、新たな研修の実施など）を行います。

○ 地域人材力活性化事業
地方自治体の多様なニーズに応じた人材力活性化メニューを提供することにより、各地方自治体における人材育成やノウハウ蓄積など

を支援します。

○ 頑張る地方応援懇談会や全国シンポジウムの開催、優良事例の表彰など
○ 自治大学校において、新たな研修（「新時代・地域経営コース」（仮称））の実施
○ 地方交付税（年間３，０００億円程度）等による財政支援

頑張る地方応援プログラムの推進

趣 旨

事業概要

地域人材力活性化事業のイメージ

・ 市町村のニーズに応じて、総務省職員を派遣
・ 先進市町村のカリスマ職員等をデータベース（地域人材ネット（仮称））に登録し、他市町村に紹介
・ 地域人材ネット（仮称）を活用し、カリスマ職員、民間専門家等の人材派遣をモデル的に実施

平成２０年度概算要求額 ３億円
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頑張る地方応援プログラムの概要

「頑張りの成果」を交付税の算定に反映（Ｂ）
（成果指標・・・製造品出荷額、出生率等）
条件不利地域への配慮 （２，２００億円）

・優良事例の表彰

・頑張る地方事例集

・総理大臣・市町村長懇談会
（平成19年1月に総理官邸で開催）

・総務大臣・市町村長懇談会
（平成19年2～6月に全都道府県で開催）

・頑張る地方応援シンポジウム
（平成19年6月に都内で開催）

頑張る地方応援懇談会

プロジェクトへの
取組経費等支援（Ａ）
取組経費支援：５００億円
企業立地支援：３００億円

各省連携による
プロジェクト支援

（補助事業の優先採択等）

プロジェクトの策定・公表

＜プロジェクト例＞

・ 地域経営改革
・ 地場産品発掘・ブランド化
・ 少子化対策
・ 企業立地促進
・ 定住促進
・ 観光振興・交流
・ まちなか再生
・ 若者自立支援
・ 安心・安全なまちづくり
・ 環境保全

表彰、事例集作成

地方自治体

交付税措置額
（（Ａ）＋（Ｂ））

3,000億円程度
（19年度2,700億円程度）

（参考）

２



都市から地方への移住・交流の促進（平成20年度概算要求額３．６億円）

人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに、田舎暮らしを望む都市住民のニー
ズに対応するため、空き家活用等によるＵ・Ｉターン者対策、集落の活性化、官民連携による移
住・交流の受入体制の整備等を推進する。

人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに、田舎暮らしを望む都市住民のニー人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに、田舎暮らしを望む都市住民のニー
ズに対応するため、空き家活用等によるＵ・Ｉターン者対策、集落の活性化、官民連携による移ズに対応するため、空き家活用等によるＵ・Ｉターン者対策、集落の活性化、官民連携による移
住・交流の受入体制の整備等を推進する。住・交流の受入体制の整備等を推進する。

空き家活用等によるＵＩターン者の受け入れ（２．２億円）
＜背景＞
・ ＵＩターン対策上、既存ストック（空き家）の有効活用が効果的
・ 景観上、防災・防犯上も、空き家対策が必要

（空き家の推定戸数（H15）：673万戸）

＜対応＞
○集落再編整備事業費補助金のうち
定住促進空き家活用事業（平成19年度新規）により支援

◎空き家をより活用しやすくするため、さらに制度を拡充

＜具体的内容＞
・空き家の取得改修のみならず、一定期間借り受けて改修する場合を
補助対象に追加

・空き家の取得費（土地・家屋代）を補助対象に追加
・１戸あたりの補助対象限度額引き上げ 等

過疎地域等自立活性化推進事業（０．８億円）
◎ Ｕ・Ｉターン者対策、集落の活性化など過疎地域における喫緊の諸課題に

対応するため過疎地域市町村等又は都道府県が実施する事業に対し支
援。

＜補助対象事業（例）＞
・空き家を活用したＵ・Ｉターン者対策（空き家バンクの運営等）
・集落の活性化対策
・地域内交通対策 等

都市から地方への移住・交流の促進に関する調査（0.6億円）
◎ 二地域往来型、団塊世代等移住型、子育て世代移住型等の都市住民の

移住・交流に係る多様なニーズを踏まえ、以下に掲げる事項について実証
実験を行い、移住・交流の受入システムを構築。

①都市住民に対する誘客活動の効果的な実施方法
②移住・交流の総合的な相談窓口の効果的な運営方法
③長期滞在のための生活関連サービスの提供
④移住希望者に対する職業紹介・職業マッチングの手法 等

放置された空き家

景観上・防災防犯上も問題

ＵＩターン者の受皿として、有効活用
・受入住宅への改修
・空き家バンク（登録紹介事業）等 ３



地域コミュニティの再生のためには、様々な活動主体がバラバラに行うのではなく、活動
が相乗的に行われるように、地域によって異なる地域コミュニティの機能・役割に応じた、
連携・協力の「場」を構築した上で行うことが有益であり、こうした取組を支援するもの。

４

１．趣 旨

２．事業の概要

（優れた取組の例）
飯田市各地域（２０地域）においては、自治会、町内会、社会福祉協議会、青少年育成関連団体、防犯・防災関

連団体等の幅広い関係団体の連携・協力の「場」として、「まちづくり委員会」が設置されている。これにより、地域
内のお祭り等各種行事が活性化するとともに、各種施設（防犯関連等）の設置の際の意見調整等がスムーズに
進むようになっている。

優れた連携・協力の
「場」についての調査を行
いながら、シンポジウムの
開催などを通じて、全国
的に情報提供などを行う
ことにより、新たな連携・
協力の「場」の構築を支援
し、地域コミュニティ再生
を図る。

地域コミュニティ活動の連携の場の構築支援等 平成２０年度概算要求額平成２０年度概算要求額 ０．０．３３億円億円



子 ど も 農 山 漁 村 交 流 プ ロ ジ ェ ク ト
～１２０万人・自然の中での体験活動の推進～

農林水産省
○子どもたち１００人以上の受入が可能な地域

づくりを全国的に拡大

・モデル地域（40地域）を核とした受入地域の
整備に向けた総合的な支援

・受入地域情報等の情報提供・受入推進体制
の整備等

○地域の活力を創造する観点等から、長期宿泊体
験活動の推進に向けた取組に対して支援

・受入地域のコミュニティ、市町村、都道府県等
に対する支援（情報提供等）、気運醸成等

・地方独自の取り組みへの積極的な支援

総 務 省 文部科学省

受入地域の整備
の推進に向けた
連携

農 山 漁 村

小 学 校

宿泊体験活動の
送り側、受入側の
連絡調整 （モデ
ル連携）

支援
（情報提供等）

支援
（情報提供等）

支援（活動支援・
情報提供等）

支援（モデル地区の 整備支援、情報提供等）

小学生約１２０万人を目標
（約２万３千校で展開）

○豊かな人間性や社会性の育成に向け、小学校等
における長期宿泊体験活動の取組を推進

・長期宿泊体験活動を実施する小学校等に対す
る支援（活動支援・情報提供等）

・体験活動を推進するための課題等を検討
連
携

１週間程度の宿泊体験
全国推進協議会

推進 活動推進に向けて
基本方針等を検討

都道府県推進協議会

環
境
省

協
力
・支
援

５

（総務省）（総務省）平成２０年度平成２０年度
概算概算要求額要求額 ０．０．５５億円億円



情報通信基盤の整備情報通信基盤の整備 ①ブロードバンド・サービス①ブロードバンド・サービス 平成２０年度概算要求額 １４６億円

地域情報通信基盤整備推進交付金 （予算要求額１０３億円）地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金 （予算要求額１０３億円）（予算要求額１０３億円）
地域イントラネット基盤施設整備事業 （予算要求額４３億円）地域イントラネット基盤施設整備事業地域イントラネット基盤施設整備事業 （予算要求額４３億円）（予算要求額４３億円）

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備

スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎

構内伝送路
送受信装置

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備

スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎

構内伝送路
送受信装置

衛星地球局

海中中継装置

海底分岐装置

本体施設本体施設 附帯施設附帯施設 サービスサービス

ケーブルテレビケーブルテレビ

衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ＡＤＳＬＡＤＳＬ

ＦＷＡＦＷＡ

アンテナ施設

ヘッドエンド

光電変換装置

無線アクセス装置

デジタル加入者回線多重化装置

等
地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進

鉄塔

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備

スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎

構内伝送路
送受信装置

センター施設
外構施設
受電設備
電源設備

スタジオ施設
伝送施設
監視装置
測定器

用地取得費・道路設備費
局舎

構内伝送路
送受信装置

衛星地球局

海中中継装置

海底分岐装置

本体施設本体施設 附帯施設附帯施設 サービスサービス

ケーブルテレビケーブルテレビ

衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ＡＤＳＬＡＤＳＬ

ＦＷＡＦＷＡ

アンテナ施設

ヘッドエンド

光電変換装置

無線アクセス装置

デジタル加入者回線多重化装置

等
地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進

鉄塔

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情
報格差(デジタルディバイド)を是正することにより、地域住民の生
活の向上及び地域経済の活性化を図る。

趣 旨

平成１９年度に引き続き、地域間の情報格差の是正と図るため、地域の特性
に応じた情報通信基盤を整備する地方公共団体等に対し、有線・無線を問わな
い幅広い施設・設備を対象として、交付金を交付する。

平成２０年度からは、情報通信基盤整備の一層の推進を図るた
め、条件不利地域のうち財政力指数等の低い団体について交付
率を2分の1に嵩上げし、地方公共団体等の支援に要する経費に
係る予算を拡充する。

施策概要

地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るため、学
校、図書館、公民館、市役所などを高速・超高速で接続する地域
公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等を支援する。

趣 旨

平成１９年度に引き続き、社会資本整備を推進していくため、情報通信ネット
ワークに係るサービスの格差是正に資する地域イントラネット基盤施設整備す
る地方公共団体等に対して、国がその経費の一部補助を行う。

施策概要

 

地域公共ネットワーク

公民館等 小中高校等 

教育・講習に活用

保健医療情報システム

保健所 

インターネット 
市役所 

情報通信センター 

防災情報システム

行政情報システム

教育情報システム

プロバイダ

駅

住民が利用

図書館 

平成20年度からは、基盤施設整備の一層の推進を図るため、離
島について交付率を3分の2に嵩上げし、地方公共団体等の支援
に要する経費に係る予算を拡充する。

６



情報通信基盤の整備情報通信基盤の整備 ②携帯電話・地上デジタル放送②携帯電話・地上デジタル放送 平成２０年度概算要求額 １５億円
（他に電波利用料財源を要求）

携帯電話不感対策の推進（平成２０年度予算要求額は、電波利用共益

費用のため、予算編成過程で調整）
携帯電話不感対策の推進携帯電話不感対策の推進（平成２０年度予算要求額は、（平成２０年度予算要求額は、電波利用共益電波利用共益

費用のため、予算編成過程で調整）費用のため、予算編成過程で調整）

無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備支援事業）
平成２０年度において、従来の「移動通信用鉄塔施設整備事業」 を 「無線シス
テム普及支援事業」に統合・拡充を検討。

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、
市町村等が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）や伝送路
施設（光ファイバ等）を整備する場合に、補助金を交付。

事業の概要

・基地局施設整備：６９４箇所（平成３年度から平成１８年度まで）
※平成１９年度は、４３箇所実施予定。

・伝送路施設整備：１７５箇所（平成１７年度から平成１８年度まで）
※平成１９年度は、９６箇所以上を実施予定。

これまでの取り組み実績

地域におけるＩＰＴＶ伝送技術の実証（予算要求額５億円）地域におけるＩＰＴＶ伝送技術の実証地域におけるＩＰＴＶ伝送技術の実証（予算要求額５億円）（予算要求額５億円）

地上波を直接受信できない地域など、品質管理が可能なネットワー
クが整備されていない多様なネットワーク環境下でのＩＰＴＶ伝送技術
に関する実証を推進。

ＩＰネットワーク
ＩＰＴＶ配信センター

地デジを含む
映像配信

地上デジタル放送完全移行 （予算要求額１０億円）

他に電波利用料財源を要求
地上デジタル放送完全移行地上デジタル放送完全移行 （予算要求額１０億円）（予算要求額１０億円）

他に電波利用料財源を要求他に電波利用料財源を要求

２０１１年の地上デジタル放送への移行期限まで４年を切り、完全移行に向けた
取組の加速が必要。今後、デジタル中継局整備支援、辺地共聴施設デジタル化支
援、周知広報活動の展開、アナログ放送終了に向けた実証研究など、送信環境の
整備、受信環境の整備の両面において最大限の取組を実施。

受 信 部

有 線 共 聴

無 線 共 聴

受 信 部

放 送 エ リ ア 外

周 知 広 報 活 動 の 展 開

デ ジ タ ル 中 継 局 整 備 支 援

辺 地 共 聴 施 設 の デ ジ タ ル 化 支 援

デ ジ タ ル 中 継 局 整 備 地 域 住 民 の デ ジ タ ル 受 信 確 保

２ ０ １１年 ま で に 地 上 デ ジ タ ル テ レ ビ 放 送 へ の 移 行 を 完 了２０ １１年 ま で に 地 上 デ ジ タ ル テ レ ビ 放 送 へ の 移 行 を 完 了

コ ー ル セ ン タ ー

パ ン フ レ ッ ト 等

e tc .

７



ＩＣＴ利活用の促進ＩＣＴ利活用の促進 ①地域の課題解決力の向上①地域の課題解決力の向上 平成２０年度概算要求額 ４５．１億円

地域ＩＣＴ利活用モデル事業 （予算要求額２９億円）地域ＩＣＴ利活用モデル事業地域ＩＣＴ利活用モデル事業 （予算要求額２９億円）（予算要求額２９億円）

地域情報プラットフォーム推進事業 （予算要求額９．６億円）地域情報プラットフォーム推進事業地域情報プラットフォーム推進事業 （予算要求額９．６億円）（予算要求額９．６億円）

地域経済の活性化や少子高齢化への対応、
地域コミュニティの再生や安心・安全の確保等、
地域の具体的提案に基づき設定された課題に
ついて、ＩＣＴの利活用を通じてその解決を促進
するための取組を委託事業として実施すること
により、地域のユビキタスネット化とその成果を
踏まえたＩＣＴ利活用の普及促進を図る。

趣 旨

平成２０年度からは、平成２０年度においては、平成１９年度からの継続案件の実施に

加えて、「地域コミュニティの再生」や「安心・安全の確保」等の、時々の社会情勢に照ら
して特に重要と考えられるテーマを重点分野として予め設定し、「地域ＩＣＴ利活用モデ
ル」の構築を新たに委託する。併せて、「地域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開のため、
データベースの構築、セミナー・シンポジウムの開催等を実施する。

地域の様々な公共情報システムの統合・連携等を通じて地域の活力を高める
ため、次世代地域公共情報システムの標準仕様（地域情報プラットフォーム）に
準拠したシステムの実証実験を行い、ICT利活用による移住・交流促進、健康

増進等の公共情報サービスの早期実現・普及のための課題や解決方策を提示
し、実用仕様案を策定・公表する（新規）。

趣 旨

Ａ自治体

一度に全
ての引越し
関連手続
きが完了

Ｂ自治体

不動産等地域情報
提供サービス会社

電気・ガス等公共機関

ポー
タル

引越会社

利用者

自治体・電力会社・銀行・地域
情報提供サービス会社が一体
となったポータルサービスの実
現により、地域への移住・地域
間の交流を通じた地域の居住
者・滞在者が増加

（例）移住・交流ポータルサービス

子育て・教育安心・安全

産業 医療・福祉・介護
ＩＣＴ
技
術
の
活
用

地域課題の自律的解決

テレワークの推進 （予算要求額５．０億円）テレワークの推進テレワークの推進 （予算要求額５．０億円）（予算要求額５．０億円）

遠隔医療の推進 （予算要求額１．５億円）遠隔医療の推進遠隔医療の推進 （予算要求額１．５億円）（予算要求額１．５億円）

電子タグやセンサネット等の
ユビキタスネット技術の高度
活用により、自宅での健康診
断など個人が容易に予防健
康医療に取り組むことが可能
となる。
また、医療従事者の業務負

担が軽減し、医療の安全性向
上や業務の効率化に資する。

テレワーク共同利用型システム実証実験（５．０億円）

誰もが安心、安全、容易に利用
できるテレワークシステムの実証
・提示により、少子高齢化対策、
地域活性化、再チャレンジ機会の
創出等に資するテレワークの普及
を推進する。また、我が国の世界
最高水準のネットワーク環境を最
大限に活用して、より強固なセキュ
リティが確保され、より就労環境に
適した次世代高度テレワークシス
テムの構築に向けた実証を行う。

ユビキタス健康医療技術活用高度化推進事業（１．５億円）

健康状態モニタ

在宅者状態モニタリング

自宅

医薬品

！！！！！！！

！！！！！！！

医療行為モニタリング

医療過誤リスクアラート

患者状態モニタリング
患者・医薬品・医療機器の
確実な読み取り

ウェアラブル・体内型センサ

手術室

病室

医療用カート

転倒

睡眠時

投薬

注射

病 院
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ＩＣＴ利活用の促進ＩＣＴ利活用の促進 ②地域の成長力の向上②地域の成長力の向上 平成２０年度概算要求額 ６７億円

ユビキタス特区事業 （予算要求額２０億円）ユビキタス特区事業ユビキタス特区事業 （予算要求額２０億円）（予算要求額２０億円）

生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤整備（予算要求額１０億円）生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤整備生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤整備（予算要求額１０億円）（予算要求額１０億円）

平成20年1月を目途に創設する「ユビキタス特区」において、通信と放送、固

定と移動を融合・連携させ、ＩＣＴによる新たな価値創造につながる実証プロ
ジェクトを推進し、他国とも連携して日本主導による国際展開可能な「新たな
モデル」を確立する。

ユ ビ キ タ ス 特 区
北 海 道 、 沖 縄 又 は

研 究 開 発 拠 点 の 集 積 地

未 利 用 周 波 数 の
利 用

日 本 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る 国 際 展 開

固 定 、 移 動 、 コ ン テ ン ツ 及 び
ア プ リ ケ ー シ ョ ン の 融 合 ・ 連 携

新 た な 価 値 創 造

地 域 の
活 性 化

環 境 立 国
戦 略

成 長 力 の
強 化

生 活 の
安 全 ・安 心

ユ ビ キ タ ス 特 区
北 海 道 、 沖 縄 又 は

研 究 開 発 拠 点 の 集 積 地

未 利 用 周 波 数 の
利 用

日 本 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る 国 際 展 開

固 定 、 移 動 、 コ ン テ ン ツ 及 び
ア プ リ ケ ー シ ョ ン の 融 合 ・ 連 携

新 た な 価 値 創 造

地 域 の
活 性 化

環 境 立 国
戦 略

成 長 力 の
強 化

生 活 の
安 全 ・安 心

イメージ図

我が国の経済の成長力強化が喫緊の課題となる中小企業、サービス産
業等ＩＣＴ利用産業の生産性向上のため、ネットワークの回線認証を基盤と
した総合的なコート体系実現のための実証研究を実施する。

【従来～現状】 【今後】

ＡＳＰ、ＳａａＳＡＳＰ、ＳａａＳ

総合的なコード体系総合的なコード体系

電子タグ電子タグ

B社A社

〈大企業〉

世界最先端の
ブロードバンド、
ユビキタスネットワーク
が進展

〈中小企業〉
〈ｻｰﾋﾞｽ産業〉

a社 b社

独
自
シ
ス
テ
ム

独
自
シ
ス
テ
ム

〈大企業〉

A社 B社 a社 b社

〈中小企業〉
〈ｻｰﾋﾞｽ産業〉

Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資

ブロードバンド、ユビキタスネットワークブロードバンド、ユビキタスネットワーク

投資余力はあるものの、企業ごと、部門ごとに自前投資
汎用ソフトの活用よりも、企業ごとにカスタマイズを選好

↓
部分最適しか実現できていない

従業員のＩＣＴ教育、ＣＩＯ設置とも未実施の企業が多い

大企業

投資余力がない
使い方が分からない
維持管理する人材が居ない

中小企業

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
は
世
界
一
で
も
・・

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
は
世
界
一
で
も
・・

生
産
性
が
向
上
し
な
い

生
産
性
が
向
上
し
な
い

１．総合的なコード体系の整備
電子行政からＩＣＴ利用を促進する意義。
しかし、現状では、コード体系が多種多様。
しかも、相互利用ができない場合が多い。

なお必要なＩＣＴ基盤整備

２．ＡＳＰ、ＳａａＳ
ブロードバンド接続し、接続先からＩＣＴの機

能を共同利用。
特に中小企業ユーザにとっては有効。
しかし、ユーザの認知度が非常に低い。

３．電子タグ
企業のワークフローを大幅に効率化する可能性。
新たなビジネスが生まれる可能性。
しかし、現状では閉じた利用。

本
予
算
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
象

イメージ図

地域ＩＣＴ振興型研究開発支援 （予算要求額３４億円の内数）地域ＩＣＴ振興型研究開発支援地域ＩＣＴ振興型研究開発支援 （予算要求額３４億円の内数）（予算要求額３４億円の内数）

地域の大学や中小・中堅企業、地方自治体の研究機関等に所属す
る研究者が提案する研究開発課題に対して、研究資金を支援。本施
策の実施の結果、以下の成果が期待。

【期待できる成果】
○当該地域固有の社会的・経済的課題
に対し、ICTの面から解決

○研究成果を活用して地場産業の振興、
新規事業の創出、地域住民の生活向
上等、地域社会・経済活動の活性化に
寄与

○地域の研究機関のポテンシャル（人材
育成等）の向上に寄与

地域ＩＣＴ人材の育成 （予算要求額３億円）地域ＩＣＴ人材の育成地域ＩＣＴ人材の育成 （予算要求額３億円）（予算要求額３億円）

地域活性化につながるＩＣＴ利活用を促進するためには、高度
な人材を含む情報通信関連分野の専門的な知識や技能を習得し
た人材を質・量ともに確保していくことが不可欠

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）

（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

補
助
金

助
成
金

交
付

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）

（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

補
助
金

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）

（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

補
助
金

助
成
金

交
付

情報通通信人材研修事業支援制度を活用し、地域ＩＣＴ人材の育成を支援

助成対象者：第三セクター、
公益法人、ＮＰＯ法人等

助成率：１／２ 等
助成額：上限500万円
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